
(1)技術開発概要

【事業名】都市部における中小規模建物の超低炭素化（ZEB化）に関する実証

【代表者】大成建設㈱ 熊谷智夫 【実施予定年度】平成25～27年度
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①【技術開発の概要・目的】
民生部門、特に業務部門におけるCO2排出量削減を目指し、都市部における中小規

模建物の超低炭素化（ZEB化）に関する実証を行う。そのために新たに実証建物を建

設し、従来の低炭素化技術に加えて、先進の照明・空調エネルギー低減システムを開
発導入し、施設利用者の快適性、生産性を損なわず、運用エネルギー削減-75％（うち、
従来技術-46％＋開発システム-29％）を目指した検証を行う。

②【技術開発の詳細】
０．建物全体の超低炭素化（ＺＥＢ化）実証
実証建物を建設し、従来の低炭素化技術と下記1， 2に挙げる先進技術を組合せ、
さらに次世代ＢＥＭＳによる最適運用により施設運用エネルギー削減-75％を実証
する。

１．照明エネルギー低減システム
太陽光の入射角度に関わらず、室の奥まで自然光を取り込む次世代採光システ
ムを設置し、次世代人検知・照度センサによる照明最適制御と組合せることで、従
来省エネシステムに比べさらに11％低減効果を高めることを目標とする。
（照明エネルギー全体の低減目標：19％）

２．空調エネルギー低減システム
燃料電池排熱を利用した吸着式冷凍機による中温冷水で躯体放射アンビエント空
調を行い、汎用外気処理パッケージを利用したパーソナル床吹出によるタスク空調
を行う。潜顕分離・タスク&アンビエント空調システムにより、従来の省エネシステム
によりさらに18％低減効果を高めることを目標とする。
（空調エネルギー全体の低減目標：40％）

③【システム構成】

建物名称 大成建設 ZEB実証棟

建 築 主 大成建設株式会社

所 在 地 横浜市戸塚区名瀬町344-1

建物用途 事務所

構 造 鉄筋コンクリート造（免震構造）

階 数 地上3階、塔屋１階

建築面積 427.57㎡

延床面積 1277.32㎡

期 間 計画2012年2月～2013年8月

施工2013年8月～2014年5月

建物概要

システム概要



（２）技術開発計画
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①【実施体制】

②【実施計画】

大成建設㈱設計本部 室長
熊谷智夫

千葉大学教授 工学博士
川瀬貴晴

技術開発代表者 技術アドバイザー

・建物における省エネルギーシステム
の設計及び開発に従事。
・1990年入社以来、設備設計分野に
ついて23年間の業務実績。
・空気調和・衛生工学会所属。

・建築・都市科学専攻。
・環境建築計画講座 建築環境教育研究分野 教授
・㈱日建設計 設備統轄部長を経て2003年より現職。
・日本建築学会、空気調和・衛生工学会所属。

H25年度 H26年度 H27年度

【委託事業】

　建物全体の超低炭素化(ZEB化)実証
3,700千円 3,100千円 3,100千円

　照明エネルギー低減システムの開発
3,600千円 3,000千円 3,000千円

　空調エネルギー低減システムの開発
12,700千円 9,900千円 9,900千円

　その他経費(間接経費) 3,000千円 2,400千円 2,400千円
　合計 23,000千円 18,400千円 18,400千円

【補助事業】

　(補助対象経費） (170,100千円) (0千円) (0千円)
　補助金所要額 85,050千円 0千円 0千円

大成建設㈱設計本部 部長
熊谷智夫

千葉大学 工学博士
川瀬貴晴

千葉工業大学 工学博士
望月悦子

技術開発責任者 技術アドバイザー

技術アドバイザー

・建物全体の総括

・照明システムの開発

○事業化計画
・ 2015年5月に大成建設技術センターにおいて、ＺＥＢ実証棟を竣工。
・ 2014年度を通じて、個別の要素技術の効果検証および建物全体のエネルギー使用状

況を把握し、エネルギー最適化に向けての検証。
・ 2015年度を通じて、全体最適運転を行い、ＣＯ２削減 -75％に向けた実証を行う。

また、最適運転の実証を踏まえて、システム全体の設計手法の確立および低コスト・高
効率化を目指したシステム設計の見直しを行う。

・ 2016年を目処として、超低炭素化要素技術の積極的な顧客への提案を行い、新築への
導入促進および既築ストックへのリニューアル提案を推進する。

なお、実証建物が竣工した後は、本実証建物を技術ショールームとして活用し、省エネ・
低炭素化に積極的に取組む顧客や自治体関係者、有識者の皆様に広く公開することを予
定している。そのような活動を通して、先導的な省エネ・低炭素化技術が広く世の中に浸透
し、導入が促進されるものと考える。

③【目標設定・達成可能性】
新築の事例として大成建設札幌支店ビル(2006年竣工)において、断熱強化、自然換気、

躯体蓄熱放射空調システム、フリークーリング、居住域空調などの手法を用い、その後の
運用改善の結果、2010年度の実績値としてCO2削減-52％を達成した。

また、改修の事例として、大成建設技術センター(2006年改修）において、ダブルスキン、
タスクアンビエント空調、Webを活用したパーソナル空調、調光天井などの手法を用い、
CO2削減-35%を達成した。

本実証事業においては、札幌支店ビル(CO2削減-52％）の経験を活かし、さらなる省エ
ネ・低炭素化技術を開発・導入し、快適性と省エネ性を両立した上で、CO2削減-75％を目
指す。

④【事業化・普及の見込み】

2013 2014 2015

1.実証事業

2．普及促進・支援事業
（新規補助事業）

3．一般普及段階

実証事業期間
203020252020P h a s e

機器設置 ▲データ取得開始 ▲最終成果取り纏め

▲新築･既設建物

への導入提案

▲新規補助金等活用による導入拡大

▲本格的な普及開始



(３)技術開発成果

①【これまでの成果】
・ 年間エネルギー消費量：438MJ/m2年
(2014.10～2015.9年間実績)

・ 照明エネルギー低減システム：19%省エネ
(建物全体エネルギー比)

・ 空調エネルギー低減システム：39%省エネ
(建物全体エネルギー比)

・ 建物全体省エネルギー率：77％（目標達成）

③【成果発表状況】
主な学会発表

• H27年度日本建築学会学術講演会(都市型ZEBの実証・評価に関する研究),2015.9
• H27年度空気調和・衛生工学会大会（都市型ZEBの実証・評価に関する研究),2015,9
• WECC2015 ：EXPERIMENTAL STUDY TOWARDS URBAN ZEB REALIZATION, 

2015.12 
主な受賞

・H27年度省エネ大賞（省エネ事例部門）「省エネルギーセンター会長賞」

・H27年度カーボンニュートラル賞「大賞」

・H27年度電気設備学会賞(技術部門)「施設賞」

○シナリオ実現上の課題
・省エネ・創エネ技術の高度化・コスト低減
・エネルギー評価ツールの機能拡大（
・提案活動の推進

○事業シナリオ(実証建物紹介パンフレットより)

④【技術開発終了後の事業展開】
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基準 実証
建物 建物②【ＣＯ２削減効果】 （試算方法パターン A-a,Ⅰ）

標準建物の一次エネルギー消費量を1,936MJ/年㎡(CASBEE2010の参照値)と
した場合、CO2排出量は92kg-CO2/年㎡（0.464kg-CO2/kWh換算）となる。本実証
におけるCO2削減効果は、従来技術により42.3kg-CO2/年㎡、開発システムにより
26.7kg-CO2/年㎡と試算され、建物全体で69.0kg-CO2/年㎡の削減を目標とする。
削減効果として、 、開発システムによる26.7kg-CO2/年㎡を用いるものとする。

波及効果の試算として、エネルギー基本計画に基づき「2020年までに新築公共建
築物等で、2030年までに新築建築物の平均でZEBを実現することを目指す」と仮定。
※フロー数の算定は国土交通省発行H25年度建築着工統計調査報告書に基づく。

○補助事業で建設した実証建物での削減効果
・延床面積：1,277m2

・年間ＣＯ２削減量：34t-CO2/年 (26.7[kg-CO2/年m2]×1277[m2])
○2020年時点の削減効果
・年間フロー数：新築公共建築物9,590千m2/年※
・想定占有率：5%
・年間CO2削減量13千t-CO2/年 (=26.7[kg-CO2/m2]×9,590[千m2]×0.05)
○2025年時点の削減効果
・年間フロー数：新築公共建築物9,590千m2/年※
・想定占有率：20%
・年間CO2削減量：51千t-CO2/年 (=26.7[kg-CO2/m2]×9,590[千m2]×0.2)
○2030年時点の削減効果
・年間フロー数：新築民間事務所店舗13,620千m2/年+新築公共建築物9,590千m2/年※
・想定占有率：20%
・年間CO2削減量：124千t-CO2/年 (=26.7[kg-CO2/m2]×(13,620+9,590)[千m2]×0.2)

更に、非住宅用分野の延床面積は、日本建設業連合会の調べによると約18億～19億m2
（新築・既築含む）と言われ、延床面積別の建物棟数割合では、中小規模建物（10000m2
未満）は9割以上と大多数を占めているため、既存建築分野への適用・普及も視野に入れ
開発を進めている。



○参考資料（実証建物紹介パンフレットP1）
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○参考資料（実証建物紹介パンフレットP2）
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○参考資料（実証建物紹介パンフレットP3）



CO2排出削減対策技術評価委員会による終了課題事後評価の結果

・ 評価点 7.1点 （10点満点中）

・ 評価コメント

– 当初掲げていた高い目標を着実に達成しており、優秀な結果を得ていることは高く評価する。

– LEEDのような海外のビル評価基準を使用する等の海外へのアピールも考えること。

– 普及のためにコストの削減を期待する。

– 本事業の実施内容について積極的に成果を広く公表し、その際は環境省「CO2排出削減強化誘
導型技術開発・実証事業」である旨を周知することを求める。

– 環境省補助金要項に従い採択時に告知したように、補助事業により整備された施設、機械、器具
、備品その他の財産には、環境省補助事業である旨を必ず明示すること。
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